
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [97,027円]
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公債費負担の健全度
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将来負担の健全度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力（財政力指数）】
　数値は3年連続で上昇し、平成10年度以来の0.9台となった。これは基準財政収入額に算入される法人税割が約6億円増加した
ことが大きく寄与している。今後は、団塊の世代の大量退職等による個人市民税の伸び悩みや、景気や業績の変動を受けやすい
法人市民税の動向等が懸念される。このため、さらに税の収納率向上や企業誘致等による歳入確保に努める。
【財政構造の弾力性（経常収支比率）】
　平成17年度に比べ、歳入は普通交付税の減少（▲722百万円）、歳出は義務的経費（退職手当等、扶助費、公債費）の増加
（＋107百万円）により2.3ポイント上昇した。類似団体平均を上回っていることから、「長岡京市行財政改革アクションプラ
ン」の着実な実行により歳入歳出両面からの財政健全化に努める。
【人件費・物件費等の適正度（人口1人当たり人件費・物件費等決算額）】
　決算額は類似団体平均を引き続き下回っている。今後は一部事務組合への負担金や特別会計繰出金に含まれる人件費や物件費
についても抑制するよう努める。
【給与水準の適正度（ラスパイレス指数）】
　これまでの給与の適正化に向けた取り組みと、平成18年度に実施した給与構造改革により給与水準は着実に低下を続けてい
る。5年前のラスパイレス指数（平成14年度99.7）に比較すると2.6ポイント低下し、全国市平均、類似団体平均のどちらも下
回った低い水準となっている。今後とも他市や類似団体の動向を踏まえた上で、給与の適正化に努める。

【将来負担の健全度（人口1人当たり地方債現在高）】
　地方債現在高は平成17年度の約226億円をピークに減少傾向にある。今後は、学校施設耐震化や阪急新駅等の事業に係る地方債
を発行する予定であるが、適債事業を厳選し、地方債発行額の抑制に努める。
【公債費負担の健全度（実質公債費比率）】
　類似団体平均を下回っているが、今後はJR長岡京駅西口地区再開発事業で発行した市債の元金償還が本格的に始まるため、上昇
する見込みである。このため、借換債（公的資金補償金免除繰上償還分）により年利7％以上の地方債を低利に借換え、公債費負
担の上昇を抑制する。また、公債費に準じる特別会計繰出金及び一部事務組合負担金等の負債を含めた連結的な債務管理を行うよ
う努める。
【定員管理の適正度（人口1,000人当たり職員数）】
　全国・京都府市町村平均を下回ったが、類似団体のほぼ平均的な職員数となった。第2次定員管理計画（平成17～21年度）に基
づく組織の見直し、退職者不補充により職員数の削減に努めるとともに、一定数の新規採用を行うことで職員の年齢構成の均衡を
図っている。集中改革プラン（平成17～21年度）に定める職員数10％の純減目標の達成を目指す。


